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（仮訳）

日本国政府作成の論点ペーパー

１．２００４年５月１１日、インドネシアのジョグジャカルタで開催されたＡＳＥＡＮ＋

３ＳＯＭでの議論に基づき、日本国政府は以下の題目に関する３つの論点ペーパーを作成

した。

（ ）東アジア・コミュニティa
（ ）機能的協力b
（ ）東アジア首脳会議c

２．東アジア・コミュニティに関する第１のペーパーは、コミュニティ形成に向けた我々

の努力の概観を提供している。本ペーパーは以下の点を特に強調している。

（ ）コミュニティ形成は今や東アジアにおける共通の将来的目標となっている。a
（ ）東アジアは９０年代後半以降、急激な地域内交流の拡大及びその他の新しい発展をb

経験している。

（ ）今日の東アジアは莫大な経済的潜在力及びダイナミズムの中心である。c
（ ）ＡＳＥＡＮはこれまで主導的役割を果たしており、その役割は東アジア・コミュニd

ティ形成にとって不可欠のものでありつづける。

（ ）我々は様々な会合での議論を通じて、コミュニティ形成の基本的目標を深め、精緻e
化する必要がある。

（ ）コミュニティ形成に向けたアプローチは （ⅰ）機能的協力の促進 （ⅱ）地域的規f 、 、

模の制度的取り決めの将来的導入、及び（ⅲ 「共同体意識」の形成、の３つのカテ）

ゴリーに分類することができる。

（ ）機能的協力は東アジアにおいて際だって重要な役割を果たしている。g
（ ）ＡＳＥＡＮ＋３は様々な形の協力において、他の地域パートナーを引き続き関与h

させるべきである。東アジアは、他のパートナーやグローバルな経済システムとのよ

り緊密な関係により大きな利益を得る。

（ ）ＡＳＥＡＮ＋３は開放性、透明性、包含性及び世界的規範とシステムとの整合等のi
原則を明確に示し続けるべきである。

３．第２のペーパーは、東アジアにおいて特に重要視されている「機能的協力」の様々な

側面を明らかにしている。本ペーパーの主要要素は以下のとおり。

（ ）機能的協力は、東アジアの特性である多様性に適合するものであり、東アジア地域a
におけるコミュニティを形成するにとっての自然な選択である。

（ ）東アジア・スタディ・グループ（ＥＡＳＧ）報告書の１７の短期的措置は、機能的b
協力の大部分の分野を含んでいる。このことはＡＳＥＡＮ＋３が機能的アプローチを

採用していることの現れである。

（ ）機能的協力は、貿易と投資、ＩＴ、金融、国境を越える問題、開発支援、エネルギc
ー、環境保全、食糧、保健、知的財産権等様々な分野で進展している。

（ 「開放性」及び「柔軟性」は、東アジアにおける効果的な機能的協力のための鍵となd）
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る２つの特徴である。

（ ）機能的協力により促進されるいわゆる「網かけ過程」は、国家間の伝統的な結びつe
きが比較的希薄な東アジアにとって不可欠である。

（ ）将来のある段階で、地域的規模の制度的取り決めの導入について議論することが必f
要となるかもしれない。ＥＡＳＧ報告書の９の中長期的措置は制度的取り決めを必要

とし得るものを含んでいる。

４．第３のペーパーは、ＥＡＳＧ報告書で「優先度の高い長期的措置」として勧告されて

いる「東アジア首脳会議」に関するものである。本ペーパーは、東アジア首脳会議に関す

る議論を促進するために、東アジア首脳会議の重要な論点や意味合いをを特定し明確にす

ることを目的としている。本ペーパーは以下の論点をカバーしている。

（ ）東アジア首脳会議の基本的目的。a
（ ）ＡＳＥＡＮ＋３首脳会議と東アジア首脳会議との違い（目的と議題、参加国、主体b

性と受け入れ易さ 。）

（ ）組織面の問題。c

５．これら３つの論点ペーパーの目的は、２００４年７月１日に予定されているジャカル

タでの外相会議やＳＯＭ、ＤＧレベルの会議を含む様々なＡＳＥＡＮ＋３会議での議論を

促進することにある。日本国政府は、仮に委任されるのであれば、今後の様々なＡＳＥＡ

Ｎ＋３会議での議論を基に、２００４年１１月にラオス人民民主共和国で開催される予定

のＡＳＥＡＮ＋３首脳会議の準備のため、これらの題目に関する単一のコンセプト・ペー

パーを作成する用意がある。



- 3/12 -

論点ペーパー１

「東アジア・コミュニティ」について

東アジアにおける「コミュニティ形成」への関心の高まりの背景

１ 「コミュニティ形成」は、今や東アジアにおける共通の将来的目標となっている。本．

件について、様々なフォーラムで政府関係者、ビジネス界、学界、シンクタンク等により

頻繁に議論されている。しかし、長い間 「コミュニティ形成」は東アジアにとって耳慣、

れぬコンセプトであった。この地域は、経済発展のレベル、伝統的価値、文化、民族、宗

、 、 。 、教 言語 政治体制等において独特の多様性によって特徴づけられてきた この地域では

国と国との間の伝統的繋がりが、歴史を通じ相対的に弱かった。冷戦期間中は、政治的及

びイデオロギー的障壁が、より緊密な地域協力を妨げてきた。

２．では何故、コミュニティ形成が東アジアにおける共通の将来的目標となったのであろ

うか。この変化は、第一には、とりわけ９０年代後半以降の地域内交流の劇的な増加と地

域の国家間の相互依存の増大により引き起こされた。この期間、この地域の一部の国は目

覚ましい経済発展を達成し、また、グローバル化プロセスの加速はこの地域における国と

国との関係をこれまでになく緊密なものとした。

３．この変化は、また、より緊密な地域協力によって巨大な潜在力と機会が実現するのだ

という認識が高まったことによっても促進されてきた。今日の東アジアは、巨大な経済的

潜在力とダイナミズムの中心である。世界人口の三分の一がこの地域に居住している。世

界ＧＤＰに占める割合は五分の一であり、この地域における諸国は、今や世界の外貨準備

高の半分を保有する。

４．また、９０年代後半以降の二つの主要な出来事がきわめて重要な触媒の役割を果たし

たことにも注目すべきである。一つは１９９７年のアジア金融危機であり、この地域の人

々に繁栄を確保するためには地域的アプローチが必要であることを気付かせた。もう一つ

は２００１年９月１１日の同時多発テロ事件であり、テロ及び他の国境を越える問題に対

処するには地域協力が重要であることが強調された。これらの事件以降、機能的協力の地

域ネットワークは、金融（チェンマイ・イニシアティブ、アジア債券市場 、国境を越え）

る問題（テロ、不正薬物取引、海賊、密入国、不拡散）等、幅広い分野に急速に拡大して

きている。

５ 「コミュニティ形成」の進展は、何も東アジアに限ったことではない。むしろ、今日．

。 、 、の世界では共通の現象だといえる 欧州では ＥＵが２５加盟国からなる組織体に拡大し

加盟国間の統合を更に促進する欧州憲章条約を採択した。北米では、米国、カナダ、メキ

シコ間の貿易は、ＮＡＦＴＡ（北米自由貿易協定）の１９９４年１月の発効以後増加して

おり、より緊密な経済関係の時代を創り上げている。そのようなグローバルなコミュニテ

ィ形成への潮流は、東アジア自身の努力を促進している。
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ＡＳＥＡＮの主要な役割

６．ＡＳＥＡＮは東アジアにおいて常に主導的役割を果たしてきている。ＡＳＥＡＮはＡ

ＳＥＡＮ＋１、ＡＳＥＡＮ＋３、ＰＭＣ、ＡＲＦを含むいくつもの地域的協力の主要なフ

ォーラムを主催してきている。これらのフォーラムは東アジアにおけるコミュニティ形成

の基礎を育んできている。

７．１９９９年、ＡＳＥＡＮ＋３首脳が「東アジア協力に関する共同宣言」をマニラで発

出し、様々なレベルで幅広い事項について地域協力を促進する重要性を強調した。２００

１年１１月、東アジア・ビジョン・グループ（ＥＡＶＧ）がＡＳＥＡＮ＋３首脳に東アジ

ア・コミュニティを展望する報告書を提出し、コミュニティ形成に向けたアイデアを提案

した。２００２年１１月、東アジア・スタディ・グループ（ＥＡＳＧ）はＡＳＥＡＮ＋３

首脳に最終報告書を提出し、コミュニティ形成という将来的目標達成のための１７の短期

的措置と９の中長期的措置を提案した。ＡＳＥＡＮ＋３枠組みの下でのこうした発展は将

来の努力のための堅固な基礎と政治的モメンタムを与えた。

８．ＡＳＥＡＮは、また、ＡＳＥＡＮ自由貿易地域の２０１０年までの創設、及び昨年イ

、 、ンドネシアのバリで発出されたＡＳＥＡＮコンコードⅡの下 ＡＳＥＡＮ安全保障共同体

ＡＳＥＡＮ経済共同体、ＡＳＥＡＮ社会文化共同体を設立する提案のような、ＡＳＥＡＮ

諸国間の協力と統合を促進する主要なイニシアティブをとってきた。こうしたＡＳＥＡＮ

によるイニシアティブは、コミュニティ形成に向けた地域的規模の努力の促進にとり、き

わめて重要な触媒となり続けるであろう。

９．北東アジアにおける主要なパートナーである日本、中国、韓国が、近年相互に関係を

強化し始め、この秋までに「三国間協力に関する行動戦略」作成を目指しているのも勇気

づけられる。

コミュニティ形成の基本的目標

１０．ＥＡＶＧ報告書は東アジア・コミュニティの目標を次の四点にまとめている。

－相互の信頼と尊重に基づき、安定的かつ協力的な安全保障環境を促進するために協力

すること。

－共通の繁栄という利益の下、貿易、投資、及び金融協力を促進すること。

、 、 。－地域内における社会経済発展 教育上の達成 及び技術進歩の不均衡に配慮すること

－ガバナンスを改善し、基本的権利を強化し、人間の進歩のため生活の質を向上させる

こと。

１１．我々は、学界、シンクタンク、ビジネス界、ＮＧＯの幅広い参画も確保しつつ、東

アジア・フォーラムや東アジア・シンクタンク・ネットワークを含む様々なＡＳＥＡＮ＋

３関連会議、及び他の国際フォーラムにおける議論を通じてコミュニティ形成の目標を深

め、精緻化する努力を継続する必要がある。この文脈で、我々は、昨年１２月の日ＡＳＥ
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普遍的なルＡＮ特別首脳会議で発出された「東京宣言」が東アジア・コミュニティを「

ールと原則を尊重しつつ、外向的で、豊富な創造性と活力に満ち、相互理解並びにアジ

」として描いていることを想起する。アの伝統と価値を理解する共通の精神を有する

コミュニティ形成へのアプローチ

１２．東アジアにおけるコミュニティ形成へのアプローチは次の３つのカテゴリーに分類

し得る （ ）幅広い事項における機能的協力の促進（ 機能的アプローチ （ ）地域的。 「 」）、a b
規模の制度的取決めの将来的な導入（ 制度的アプローチ （ ）地域間交流の促進や、「 」）、 c
この地域の諸国間の発展格差の縮小、共通の価値観と原則に基づく共有されたアイデンテ

ィティの創造を含む、様々な手段を通じた「コミュニティ意識」の醸成。

１３．機能的協力は東アジアにおけるコミュニティ形成に際立って重要な役割を果たして

おり、このことは他の論点ペーパーで記されている。それは、このようなアプローチが、

他の地域に比べ制度的アプローチの実現可能性が低いこの地域の多様性に適合するからで

ある。機能的協力は、また、いわゆる「網かけ過程」を促進するが、これは、東アジアに

おけるコミュニティ意識の醸成に不可欠なものである。上記に鑑みると、機能的アプロー

チは東アジアにおけるコミュニティを形成するにとっての自然な選択である。ＥＡＳＧ報

告書の１７の短期的措置は機能的協力の大部分の分野をカバーしている。

１４．コミュニティ形成は、単なる機能的協力の促進のみでは達成され得ない。将来のあ

る段階で、地域的規模の制度的取り決めの導入について議論することが必要となるかもし

れない。 報告は、東アジア自由貿易地域、地域的資金調達制度、より緊密に調整さEASG
れた地域為替相場メカニズム、東アジア首脳会議のような、制度的な取り決めを必要とす

るかもしれない中長期的措置を勧告している。制度的取決めに関しては、いくつかの基本

的な論点が存在する。我々は将来においてＥＵのような確固とした制度的取決めを設立す

べきか。或いは、東アジア独特の多様性やその他の特徴に合うように、より柔軟、オープ

ンな我々独自の制度的取決めを追求すべきか。我々は、これらの問いをどこかの段階で真

剣に検討する必要がある。

１５ 「コミュニティ意識」の醸成は、東アジアにおけるコミュニティ形成において、最．

も困難で独創的な部分かもしれない。人々がこれほど多様で、国と国との間の伝統的結び

つきがこれほど弱い地域において、これほどの規模のコミュニティを創ろうとするのは歴

史上おそらく初めての試みだろう。このような地域において、如何にコミュニティ意識を

醸成することができるだろうか。これは確かに要求の高い課題であり、我々はあらゆる手

段を講ずる必要がある。一つの手段は、機能的協力の促進である。機能的協力ネットワー

クの拡大により促進される網かけ過程は、この地域における人々の間の親近感を醸成する

だろう。もう一つの可能な道は、この地域における諸国間の発展の格差を縮小することで

ある。この目的のため、ＡＳＥＡＮ統合イニシアティブ（ＩＡＩ 、メコン地域開発プロ）

グラム、ＢＩＭＰ－ＥＡＧＡ発展プログラムはきわめて重要な役割を果たすだろう。しか
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し、最も困難な課題は、共通の価値観と原則に基づく共有されたアイデンティティの創造

にあるかもしれない。東アジアにおいて我々が共有する共通の価値観と原則は何か。我々

はそれらを共有するには多様すぎはしないか。民主主義、人権等、普遍的に認識されてい

る原則についてさえ、我々の立場は時々異なる。アジアの価値観と伝統は共通性のための

一定の基礎を提供するかもしれない。しかし、そうした基礎は往々にして同じ民族やその

他の繋がりのある者の間で共有されているにすぎない。

１６．現在のところ、この点につき我々は明確な答えを有していない。我々は共有された

アイデンティティを求めて努力を継続する必要がある 「バリ・コンコードⅡ」はこの目。

的に有益な示唆に富む文言に満ちている。昨年１２月の日ＡＳＥＡＮ特別首脳会議で発表

された「東京宣言」も、また、そのような努力への道標を提供している。加えて、東アジ

ア研究の促進や、定期的かつ包括的にアジアの普通の人々の日常生活を調査する、いわゆ

る「アジア・バロメーター・イニシアティブ」もこの目的に役立つかもしれない。

参加国の範囲と他のパートナーとの関係

１７．東アジア・コミュニティの参加国の範囲は、いまだ定義されていない。ＡＳＥＡＮ

。 、 。＋３諸国が中核参加国であることは確かである 問題は 他にどの国が含まれるかである

豪州とニュージーランドは様々な地域協力の不可欠なパートナーであり、また、今やＡＳ

ＥＡＮとの特別首脳会議を開催することを議論している。インドも地域協力においてます

ます重要な役割を果たしており、ＡＳＥＡＮとも定期的な首脳会議を行っている。参加国

の範囲は東アジア・コミュニティにとって決定的な要素であり、当面は定義されないかも

しれない。

１８．ＡＳＥＡＮ＋３は、他のパートナーに対して地域協力に参画する充分な機会を与え

る重要性に引き続き注意すべきである。東アジアは、他のパートナーやグローバルな経済

システムとのより緊密な関係により大きな利益を得る。このような文脈からは、ＡＳＥＡ

Ｎ＋３は開放性、透明性、包含性、グローバルなシステムと規範の遵守のようなコミュニ

ティ形成の基本的原則を引き続き明確にしていくことは不可欠であり、そうすることが東

アジアにおけるコミュニティ形成が地域内外のパートナーから歓迎され、祝福されること

を確保することにつながろう。
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論点ペーパー２

「機能的協力」について

東アジアのコミュニティ形成における「機能的協力」の理論的根拠

１．東アジアは多様な地域である。この地域の国々は、経済発展のレベル、伝統的価値、

文化、民族、宗教、言語、政治体制等において著しく異なっている。これは、他の地域と

の比較において東アジア固有の特性である。歴史を通じて、東アジアの各コミュニティの

活動は相当程度バラバラであり、如何なる大国も地域全体を支配したことはなかった。Ａ

ＳＥＡＮの創設は、東アジアにおいて地域的纏まりを導入するためのおそらく最初の自発

的試みであった。しかし、その形態は、いわゆる「ＡＳＥＡＮ流」に反映されるようにか

なり柔軟なものであった。また、冷戦は、この地域の国々の関係を緊密化させることを阻

害した。

２．しかしながら、今日の東アジアでは、域内の国と国との関係は今までになく緊密にな

り、域内交流の規模は未曾有のレベルに達している。このような急激な変化は、この地域

のダイナミックな経済発展及び加速するグローバリゼーションのプロセスによりもたらさ

れた。１９９７年の東アジア金融危機及び２００１年９月１１日の米国同時テロ事件は、

この地域の人々に、自らの安全及び繁栄を確保するためには地域的イニシアティブが必要

であることを自覚させる触媒としてきわめて重要な役割を果たした。地域の国々の間のよ

り緊密な関係は、国境を越える問題を人々の福祉及び安全との関わりを一層深いものに変

えている。このような国境を越える問題にはテロ、不正薬物引、海賊、人身取引等が含ま

れる。このような中、この地域の国々は東アジア・コミュニティを形成することを真剣に

議論し始め、また、その目的を達成するため様々な努力が始められた。

３．東アジアにおけるコミュニティ形成に固有の特徴は、他の地域と比べ、機能的協力に

より大きな重要性が置かれている点にある。その理由は （ ）上述のように、東アジアに、 a
おけるコミュニティ形成というアイデアが、元来、この地域における様々な機能的協力の

進展に触発されて広まったものであること （ ）このようなアプローチは、統一的ルール、 b
の適用や地域的規模のメカニズムの構築が他の地域に比べ実現可能性が低いこの地域の多

様性に適合したものであること、及び（ ）機能的協力の促進は、この地域のどの国も受c
け入れる用意のない主権の制約につながらないこと、にある。これらを踏まえれば、いわ

ゆる機能的アプローチは東アジアにおけるコミュニティを形成するにとっての自然な選択

である。

東アジア・スタディ・グループ（ )）報告書EASG
４．２００２年にＥＡＳＧによって発表された報告書はＡＳＥＡＮ＋３が機能的アプロー

チを採用していることの現れである。同報告書に記述されている１７の短期的措置は、こ

の地域で進行中の機能的協力の大部分の分野をカバーしている。同報告書はまた、東アジ

ア自由貿易地域の創設、地域的融資制度の確立、より緊密に調整された地域為替相場メカ

ニズムの追求等を含む９の中長期的措置を将来的に実施することを提唱している。これら
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中長期的措置は東アジアにおける機能的協力の将来の方向性を示している。

「機能的協力」の進展

５．東アジアにおける機能的協力の進展はＡＳＥＡＮ＋３の枠組み下で 「ＥＡＳＧ短期、

的措置実施の進捗報告」や「東アジア協力に関する共同声明の実施状況レビュー」等の形

で定期的にレビューされている。機能的協力は以下の分野で進展している。

・貿易と投資（経済連携協定等）

・ＩＴ（アジアＩＴイニシアティブ、アジア・ブロードバンド・イニシアティブ等）

・金融（チェンマイ・イニシアティブ、アジア債券市場育成イニシアティブ等）

・国境を越える問題（テロ、不正薬物取引、海賊、人身取引、不拡散等）

・開発支援（ＡＳＥＡＮ統合イニシアティブ（ＩＡＩ 、メコン地域開発、東ＡＳＥＡ）

Ｎ成長地域（ＢＩＭＰ－ＥＡＧＡ 、人材育成等））

・エネルギー（エネルギー安全保障）

・環境保全

・食糧（食糧安全保障、鳥インフルエンザ等）

・保健（ＳＡＲＳ、その他感染症）

・知的財産

「開放性」及び「柔軟性」

６．機能的協力は幅広い分野にわたり実施されており、最適の協力形態は案件によって異

なる。それにもかかわらず 「開放性」及び「柔軟性」は東アジアにおける、効果的な機、

能的協力のための鍵となる２つの特徴である。域内及び域外に急速に広がりつつある経済

連携のネットワークは、これら２つの特徴を説明している。東アジアにおける最初の経済

連携協定は２００２年に日本とシンガポールの間で署名された。その後の東アジアにおけ

る経済連携ネットワークの広がりには目を見張るものがある。ＡＳＥＡＮは翌年の末まで

に日本、中国及びインドとの間で包括的経済連携（ＣＥＰ）の枠組みに署名した。ＡＳＥ

ＡＮは現在豪州・ニュージーランド（ＣＥＲ)及び韓国との間で同様のＣＥＰ取り決めを

議論している。いくつかのＡＳＥＡＮ諸国は既に豪州との自由貿易協定（ＦＴＡ）に署名

し、日本及び米国との二国間ＦＴＡを協議・交渉中である。日本と韓国も二国間ＦＴＡの

交渉を開始した。このように東アジアＦＴＡのネットワークは既に地域の枠を超えた広が

りをみせている。その形態も柔軟であり、ＦＴＡ協定の内容は協定毎に大きく異なってい

る。その他の良い例としては 「バリ・プロセス」の下での人身取引及び密入国の撲滅に、

関する協力がある。国境を越える人身取引を効果的に取り締まるためには、域内外の可能

な限り多くの国々を関与させることが不可欠であることから、現在、３８カ国にも上る国

々が「バリ・プロセス」に参加している 「バリ・プロセス」の下での協力の形態もまた。

とても柔軟である。参加国は能力と意図に応じて様々な形で本プロセスに貢献することが

できる。本プロセスは自由意志に基づく非拘束的な性格のものである。海賊の分野では、

海賊対策協力の有する国境を越える性格のため、１６カ国もの国々が「アジア海賊対策地

域協力協定」の交渉に参加している。
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「機能的協力」及びコミュニティ形成

７．機能的協力の促進は東アジアにおけるコミュニティ形成に様々な形で貢献している。

幅広い分野における地域的協力のネットワークの広がりは、この地域の国々の間により緊

密な相互依存関係を促進する。このようなネットワークは、この地域の多くの人に利益を

もたらし、地域協力の緊密化がもたらす大きな潜在性を彼らに認識させることに役立つ。

このネットワークはまた、人と人との接触の機会を増大させ、地域の人々の間の親近感の

醸成にも資する。一部の専門家は、このような機能的協力の成果を「網かけ過程」と呼ん

でいる。網かけ過程は、国と国との間の伝統的な結びつきが比較的弱く、域内の相互活動

の増加を通じて共同体意識を育んでいかねばならない、東アジアにおけるコミュニティ形

成に不可欠なものである。

８．しかしながら、機能的協力の促進のみによって東アジア・コミュニティを形成するこ

とはできない。将来のある段階で、地域的規模の制度的取り決めの導入について議論する

ことが必要となるかもしれない。このことは、この地域の国々に対し、先ずは１７の短期

的措置に着手し、その後に９の中長期的措置の実施に進むことを提案しているＥＡＳＧ報

告書に上手く反映されている。これらの中長期的措置は、東アジア自由貿易地域、地域的

資金調達制度、より緊密に調整された地域為替相場メカニズム、東アジア首脳会議等の何

らかの形の制度的取り決めを必要とするかもしれない措置を含むものである。我々には、

中長期的措置の実施に進む用意があるのであろうか？既に何人かの指導者は、ＡＳＥＡＮ

＋３首脳会議が１０周年を迎える２００６年から中長期的措置を実施に着手すべきである

という主張を始めている。今や我々は、このきわめて重要な問題について真剣に議論すべ

き段階に近づきつつある。
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論点ペーパー３

「東アジア首脳会議」について

本論点ペーパーの背景と目的

１．東アジア首脳会議というアイディアは、２０００年シンガポールで行われたＡＳＥ

ＡＮ＋３首脳会議において、一部の指導者が初めて言及したものである。２００１年、

東アジア・ビジョン・グループ（ＥＡＶＧ）は、ＡＳＥＡＮ＋３の指導者に対して、Ａ

ＳＥＡＮ＋３首脳会議を東アジア首脳会議へと発展させるという考え方を追求するよう

勧告した。２００２年、東アジア・スタディ・グループ（ＥＡＳＧ）は、この勧告につ

いて 「優先度の高い長期的措置」であるとして支持を表明した。、

２．最近のＡＳＥＡＮ＋３の会合においては、東アジア首脳会議は、近い将来における

現実的な選択肢として議論されている。すでに、東アジア首脳会議の第一回目を主催し

たいという意思を表明している国々もある。東アジア首脳会議は、東アジアにおけるコ

ミュニティ形成を促進する重要な制度的枠組みとなるだろうし、そのような首脳会議の

、 。 、開始は 東アジアの未来にとって歴史的重要性をもつことになるであろう したがって

この段階で東アジア首脳会議のもつ様々な意味合いについて徹底的に議論することは喫

緊なのである。

３．このペーパーにおいては、ＥＡＳＧの報告や他の関連資料を考慮に入れつつ、東ア

ジア首脳会議に関する重要な問題や意味を特定し、明確にすることを狙いとしている。

、 。 、このペーパーは それらの問題に対する答えを提示しようとするものではない むしろ

その目的は、関係国の間でのさらなる議論を促進することにある。

４．今後の議論を踏まえつつ、日本政府は、２００４年１１月にラオス人民民主共和国

で開催が予定されているＡＳＥＡＮ＋３首脳会議の準備のために起案することになるで

あろうコンセプト・ペーパーの中において、東アジア首脳会議に関するコンセプトを提

言する用意がある。

東アジア首脳会議の基本的目的

５．この主題に関する最初の論点は 「この段階で東アジア首脳会議を開催することの基、

本的目的は何か」ということである。これに関しては、以下のような幾つもの関連する

論点がある。

－東アジア首脳会議は、その歴史的な行事としての重要さのゆえに非常に高い期待が

もたれるだろうが、我々は、東アジア首脳会議から十分に実質的な成果を出すこと

ができるであろうか。

－我々は、東アジア首脳会議において、コミュニティ形成に向けた本格的なプロセス

の開始について合意しようとしているのであろうか。

－もし答えがイエスであるなら、首脳会議の前にそのようなプロセスを開始する準備



- 11/12 -

を整えることは可能であろうか。もし答えがノーであるなら、そのような歴史的な

サミットにふさわしい結果として、我々は、他にいかなる成果を出すことができる

であろうか。

ＡＳＥＡＮ＋３首脳会議と東アジア首脳会議との違い

６．２番目の論点は 「目的、議題、参加国、その他の基本的な条件に関して、ＡＳＥＡ、

Ｎ＋３首脳会議と東アジア首脳会議とはどのように違っているのであろうか」というこ

とである。この論点との関連では、以下のように数多くの論点がある。

（目的と議題に関して）

－ＡＳＥＡＮ＋３首脳会議と東アジア首脳会議の目的の違いは何か。

－東アジア首脳会議はＡＳＥＡＮ＋３首脳会議に代替するのであろうか。それとも、

双方の首脳会合が共存するのであろうか。

－双方の首脳会合が共存するとすれば、役割分担はどうなるのであろう。ＡＳＥＡＮ

＋３の枠組みが、東アジア協力の媒体として機能し続けることは必要ないのであろ

うか。

。 、－二つの首脳会合の議題の違いは何か 東アジア首脳会議のみで議論することができ

ＡＳＥＡＮ＋３首脳会議では議論できないような議題があるだろうか。

（参加国に関して）

－ＡＳＥＡＮ＋３首脳会議と東アジア首脳会議の参加国は異なるのか。

－参加国が異なるのであれば、新たに参加するのはどの国か。新たな参加国が、東ア

ジア・コミュニティの範囲を予断してしまうことになるのであろうかか。

－参加国が同じであるとすれば、東アジア首脳会議を開催するメリットはあるのだろ

うか。

－ＡＳＥＡＮは、現在インドとの間で定期首脳会議を開催しており、また、オースト

ラリアとニュージーランド（ＣＥＲ）との間では記念首脳会議の開催について議論

している。我々は、ＡＳＥＡＮ＋３を、東アジア首脳会議に向けた発展の基礎とみ

なし続けることができるだろうか。

（主体性と受け入れやすさ）

－ＡＳＥＡＮは、東アジア首脳会議においても、一定の主体性を維持し続けるだろう

か。それとも、各参加国が平等の地位を享受するのか。

－どうすればＡＳＥＡＮの周辺化を避けられるか。どうすれば＋３加盟国に対しよ

り大きな主体性を付すことができるであろうか。

－東アジア首脳会議において、現在ＡＳＥＡＮ＋３の枠組みの下で享受してきたレベ

ルの受け入れやすさを維持・強化することは可能だろうか。

組織面の問題

７．第３は、組織面に関する一連の論点である。例えば、

－東アジア首脳会議の開催は、＋３加盟国だけに限られるのか。

それとも、ＡＳＥＡＮ及び＋３の双方の加盟国において開催されるのか。
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－＋３加盟国のうち一国がある年に東アジア首脳会議を開催するならば、同じ年

にＡＳＥＡＮ議長国がＡＳＥＡＮ＋３首脳会議を開催するのは適当か。

－ＡＳＥＡＮ＋３首脳会議が、その年に開催されないとすれば、その年のＡＳＥＡＮ

議長国はＡＳＥＡＮ＋３首脳会議を開催する機会を逃すことになるのか。

－＋３加盟国のうち一国が東アジア首脳会議を開催するならば、どの国がその準

備を主導し会合の議長を務めるのか。開催国か、あるいはＡＳＥＡＮ議長国か。そ

れとも、ともに共同議長を務めるのか。

－東アジア首脳会議が開催される頻度はどのくらいか。毎年開催されるのか、それと

も数年に一度か。

－東アジア首脳会議の開催国をどのように決定するか。持ち回りによるのか。

－ＡＳＥＡＮ及び＋３の加盟国の双方が東アジア首脳会議を開催するならば、13か国

の中で、いかに持ち回りの順序を決定するか。

－ＡＳＥＡＮ加盟10カ国とＡＳＥＡＮ＋３の間での持ち回り順の違いをどう管理する

か。

－任務が重複するのをいかに避け、会合の増加をいかに管理することができるか。

（了）


